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(57)【要約】
【課題】カーボンナノチューブのような筒状形状半導体
構造を導電層に用いた半導体装置では、電気特性におけ
るヒステリシスが大きく、ヒステリシスを低減すること
が困難である。
【解決手段】本発明の半導体装置は、第１の絶縁層と、
第１の絶縁層に接する導電層と、導電層を被覆し第１の
絶縁層と接する部分を有する第２の絶縁層と、第１の絶
縁層の導電層と反対側の面と接する第１の電極とを有し
、導電層は離散して配置された半導体構造物を含み、第
１の電極から生じる電界の、導電層の第１の絶縁層と接
する面における電界強度をＥ１、導電層の第２の絶縁層
と接する面における電界強度をＥ２としたとき、Ｅ１＞
Ｅ２、かつ、Ｅ２≠０である関係を満たすように第１の
絶縁層および第２の絶縁層が構成されている。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
第１の絶縁層と、前記第１の絶縁層に接する導電層と、前記導電層を被覆し前記第１の絶
縁層と接する部分を有する第２の絶縁層と、前記第１の絶縁層の前記導電層と反対側の面
と接する第１の電極とを有し、前記導電層は離散して配置された半導体構造物を含み、前
記第１の電極から生じる電界の、前記導電層の前記第１の絶縁層と接する面における電界
強度をＥ１、前記導電層の前記第２の絶縁層と接する面における電界強度をＥ２としたと
き、
Ｅ１＞Ｅ２、かつ、Ｅ２≠０
である関係を満たすように前記第１の絶縁層および前記第２の絶縁層が構成されているこ
とを特徴とする半導体装置。
【請求項２】
請求項１に記載の半導体装置であって、
Ｅ２／Ｅ１≦０．６
である関係を満たすように前記第１の絶縁層および前記第２の絶縁層が構成されているこ
とを特徴とする半導体装置。
【請求項３】
前記第２の絶縁層と接し、前記導電層を挟んで前記第１の電極と対抗する位置に第２の電
極をさらに備えたことを特徴とする請求項１または２に記載の半導体装置。
【請求項４】
前記第１の絶縁層の厚さをＴ１、誘電率をε１とし、前記第２の絶縁層の厚さをＴ２、誘
電率をε２としたとき、
Ｔ２／（０．５×（ε１＋ε２））＜Ｔ１／ε１

である関係を満たすことを特徴とする請求項３に記載の半導体装置。
【請求項５】
前記第１の電極と前記第２の電極との間に、前記導電層を含む第１の領域と、前記導電層
を含まない第２の領域とを有することを特徴とする請求項３または４に記載の半導体装置
。
【請求項６】
前記導電層の一方の端部領域に第３の電極を、他方の端部領域に第４の電極を備え、前記
第２の電極の電位が、前記第３の電極または前記第４の電極の一方の電位と略同電位であ
ることを特徴とする請求項３から５のいずれか一項に記載の半導体装置。
【請求項７】
前記半導体構造物が筒状形状であることを特徴とする請求項１から６のいずれか一項に記
載の半導体装置。
【請求項８】
前記第１の電極をゲート電極とし、前記第２の電極を補助電極とし、前記第３の電極また
は前記第４の電極の一方をソース電極、他方をドレイン電極とし、前記導電層を構成する
前記半導体構造物をカーボンナノチューブとした電界効果トランジスタであることを特徴
とする請求項６または７に記載の半導体装置。
【請求項９】
前記第１の絶縁層の誘電率をε１、前記第２の絶縁層の誘電率をε２としたとき、
ε２／ε１≧５
である関係を満たすことを特徴とする請求項１または２に記載の半導体装置。
【請求項１０】
前記導電層の一方の端部領域に第３の電極を、他方の端部領域に第４の電極を備え、前記
第１の電極をゲート電極とし、前記第３の電極または前記第４の電極の一方をソース電極
、他方をドレイン電極とし、前記導電層を構成する前記半導体構造物をカーボンナノチュ
ーブとした電界効果トランジスタであることを特徴とする請求項９に記載の半導体装置。
【請求項１１】
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第１の絶縁層と、前記第１の絶縁層に接する導電層と、前記導電層を被覆し前記第１の絶
縁層と接する部分を有する第２の絶縁層と、前記第１の絶縁層の前記導電層と反対側の面
と接する第１の電極と、前記第２の絶縁層と接し、前記導電層を挟んで前記第１の電極と
対抗する位置に配置された第２の電極とからなり、前記導電層は離散して配置された半導
体構造物を含み、前記第１の絶縁層の厚さをＴ１、誘電率をε１とし、前記第２の絶縁層
の厚さをＴ２、誘電率をε２としたとき、
Ｔ２／（０．５×（ε１＋ε２））＜Ｔ１／ε１

である関係を満たすことを特徴とする半導体装置。
【請求項１２】
第１の絶縁層と、前記第１の絶縁層に接する導電層と、前記導電層を被覆し前記第１の絶
縁層と接する部分を有する第２の絶縁層と、前記第１の絶縁層の前記導電層と反対側の面
と接する第１の電極とからなり、前記導電層は離散して配置された半導体構造物を含み、
前記第１の絶縁層の誘電率をε１、前記第２の絶縁層の誘電率をε２としたとき、
ε２／ε１≧５
である関係を満たすことを特徴とする半導体装置。
【請求項１３】
第１の絶縁層の上に、半導体構造物を離散して配置した領域を含む導電層を前記第１の絶
縁層に接して形成し、前記導電層を被覆し、その一部が前記第１の絶縁層と接するように
第２の絶縁層を形成し、前記第１の絶縁層の前記導電層と反対側の面に第１の電極を形成
し、前記導電層を挟んで前記第１の電極と対抗する位置に前記第２の絶縁層と接して第２
の電極を形成することからなり、前記第１の絶縁層および前記第２の絶縁層は、前記第１
の絶縁層の厚さをＴ１、誘電率をε１とし、前記第２の絶縁層の厚さをＴ２、誘電率をε

２としたとき、
Ｔ２／（０．５×（ε１＋ε２））＜Ｔ１／ε１

である関係を満たすように形成することを特徴とする半導体装置の製造方法。
【請求項１４】
前記導電層の一方の端部領域に第３の電極を形成し、他方の端部領域に第４の電極を形成
し、前記第３の電極または前記第４の電極の一方と前記第２の電極とを略同電位となるよ
うに接続することを特徴とする請求項１１に記載の半導体装置の製造方法。
【請求項１５】
第１の絶縁層と、前記第１の絶縁層に接する導電層と、前記導電層を被覆し前記第１の絶
縁層と接する部分を有する第２の絶縁層と、前記第１の絶縁層の前記導電層と反対側の面
と接する第１の電極と、前記第２の絶縁層と接し、前記導電層を挟んで前記第１の電極と
対抗する位置に配置された第２の電極と、前記導電層の一方の端部領域に配置された第３
の電極と、前記導電層の他方の端部領域に配置された第４の電極とからなり、前記導電層
は離散して配置された半導体構造物を含み、前記第１の電極から生じる電界の、前記導電
層の前記第１の絶縁層と接する面における電界強度をＥ１、前記導電層の前記第２の絶縁
層と接する面における電界強度をＥ２としたとき、Ｅ１＞Ｅ２、かつ、Ｅ２≠０である関
係を満たすように前記第１の絶縁層および前記第２の絶縁層が構成された半導体装置に対
して、前記第１の電極に入力信号を印加し、前記第３の電極と前記第４の電極の間に駆動
電圧を印加し、前記第２の電極の電位を、前記第３の電極または前記第４の電極の一方と
略同電位とすることを特徴とする半導体装置の駆動方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体装置、その製造方法及びその駆動方法に係り、特にカーボンナノチュ
ーブ等の筒状形状半導体構造物を導電層に用いた電界効果トランジスタ、その製造方法及
びその駆動方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　カーボンナノチューブ（以下、ＣＮＴと称する）は溶媒に分散させることが可能である
ことから、ＣＮＴを用いた半導体装置、例えばＣＮＴをチャネル層に用いた電界効果トラ
ンジスタ(以下、ＣＮＴ－ＦＥＴと称する)などの作製には、塗布・印刷などによる製造方
法を用いることが出来る。このため、巨大な真空装置が不要となり製造コストを大幅に抑
制できる。また、高温での処理が不要となることから、プラスティック基板などを使用す
ることができ、フレキシブルな表示装置などの作製が可能となる。
【０００３】
　ＣＮＴ－ＦＥＴの一例が特許文献１に記載されている。図２１に、特許文献１に記載さ
れたＣＮＴ－ＦＥＴの断面図を示す。ソース電極６０１とドレイン電極６０２の間のチャ
ネル部をＣＮＴ６０５で形成している。ゲート電極６０３とＣＮＴ６０５はゲート絶縁層
６０６を介して容量(コンデンサー)を構成し、ゲート電極６０３の電圧によってチャネル
部の一部の電圧(あるいは電位、ポテンシャル)を変化させることができる。そしてチャネ
ル部の電位を変化させることにより、チャネル部内の電荷濃度または電位障壁を変化させ
ることができる。この結果、チャネル部内の電流量をゲート電圧によって制御することが
可能となる。これは、一般的なシリコンを用いた電界効果トランジスタと同じ動作原理で
ある。
【０００４】
　チャネル部は一本のＣＮＴから構成される場合に限らず、複数のＣＮＴから構成され、
一本のＣＮＴでソースとドレイン間が電気的に接続されることがない場合もある。すなわ
ちソースとドレイン間が直列に接続された複数のＣＮＴによって電気的に接続された構成
となる場合もある。
【０００５】
　特許文献１に記載されたＣＮＴ－ＦＥＴの製造方法では、まず（１）ゲート電極６０３
として用いるシリコン基板を用意し、（２）シリコン基板の表面にゲート絶縁層６０６を
形成し、（３）ゲート絶縁層６０６の表面にソース電極６０１とドレイン電極６０２を形
成し、次に（４）ゲート絶縁層６０６の表面にチャネル部となるＣＮＴ６０５を、ＣＮＴ
が有機溶媒中に分散した分散溶液を敵下することにより形成することとしている。
【０００６】
　一方、ＣＮＴ－ＦＥＴの電気特性には非常に大きなヒステリシスが生じることが知られ
ている（例えば、非特許文献１参照）。これは、ある一定の電圧をドレイン電極に印加し
た状態で、ゲート電圧ＶＧを往復して掃引した場合（例えば、＋ＶＧ

ｍａｘ→－ＶＧ
ｍａ

ｘ→＋ＶＧ
ｍａｘ）に、往路と復路におけるドレイン電流の値が異なる現象である。

【０００７】
　関連するＣＮＴ－ＦＥＴにおける典型的なヒステリシス特性を図２２に示す。図中の矢
印は、ゲート電圧を負側から正側に掃引した時のドレイン電流値が、逆向きに掃引した時
のドレイン電流値よりも小さくなる向きをヒステリシスの向きとして示したものである。
このヒステリシスが生じる現象は、シリコンを用いたＭＯＳＦＥＴにおいては、一般的に
絶縁層への電荷の注入によるものであると考えられている。ＣＮＴ－ＦＥＴの場合も同様
に、電荷の注入によりヒステリシスが生じると考えられている（例えば、非特許文献１参
照）。ここで本明細書では、ヒステリシスの幅を図２２の図中に示したように、次のよう
に定義して用いる。すなわち、ゲート電圧を負側から正側に掃引した時に、ドレイン電流
の対数軸上の最大値と最小値の中点となる電流値をとる時のゲート電圧をＶＴ

１とし、正
側から負側に掃引した時に、同じ電流値をとる時のゲート電圧をＶＴ

２とした時に、ヒス
テリシスの幅ｈをｈ＝ＶＴ

２－ＶＴ
１と定義する。

【０００８】
　ヒステリシスの幅は掃引するゲート電圧とともに増大することが知られている。例えば
、ゲート電圧を±ＶＧ

ｍａｘの範囲で掃引した場合、ヒステリシスの幅がＶＧ
ｍａｘと同

程度の大きさになる場合がある。
【０００９】
　このヒステリシスの存在はＦＥＴをスイッチング素子として動作させる場合に問題とな
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る。すなわち、スイッチング素子としてのｏｎ状態とｏｆｆ状態との境界となるゲート電
圧（いわゆる閾値）が、ゲート電圧を＋ＶＧ

ｍａｘ→－ＶＧ
ｍａｘの方向に変化させた場

合と、－ＶＧ
ｍａｘ→＋ＶＧ

ｍａｘの方向に変化させた場合とで異なることになるからで
ある。このような電気特性を有する関連するＣＮＴ－ＦＥＴは、実際の製品として、例え
ば集積化した場合に、安定した動作を実現することが困難である。
【００１０】
　ＣＮＴ－ＦＥＴのヒステリシスを低減する試みがいくつか提案されている。例えば特許
文献１では、高誘電率を有する材料をゲート絶縁層に用いた構造としている。また、シリ
コン酸化膜上にオクタデシルトリクロロシラン(ｏｃｔａｄｅｃｙｌｔｒｉｃｈｌｏｒｏ
ｓｉｌａｎｅ)処理を行うこととしているものもある（例えば、非特許文献２参照）。
【００１１】
【特許文献１】特開２００８－０７１８９８号公報（段落「００２２」、「００２６」～
「００３２」、図２）
【非特許文献１】「アプライド　フィジックス　レターズ（ＡＰＰＬＩＥＤ　ＰＨＹＳＩ
ＣＳ　ＬＥＴＴＥＲＳ）」、（米国）、２００６年、第８９巻、ｐ．１６２１０８
【非特許文献２】「アプライド　フィジックス　レターズ（ＡＰＰＬＩＥＤ　ＰＨＹＳＩ
ＣＳ　ＬＥＴＴＥＲＳ）」、（米国）、２００６年、第８９巻、ｐ．１６３１２３
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　上述した特許文献１に記載された半導体装置においては、大気中に設置された場合には
ヒステリシスを低減することができないという問題があった。また非特許文献２に記載さ
れた半導体装置においては、製品化する場合には何らかの被覆が必要であり、被覆をした
場合に電気特性に及ぼす影響が不明であるという問題があった。
【００１３】
　本発明の目的は、上述した課題である半導体装置の電気特性におけるヒステリシスが大
きく、ヒステリシスを低減することが困難である、という課題を解決する半導体装置、そ
の製造方法及びその駆動方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明の半導体装置は、第１の絶縁層と、第１の絶縁層に接する導電層と、導電層を被
覆し第１の絶縁層と接する部分を有する第２の絶縁層と、第１の絶縁層の導電層と反対側
の面と接する第１の電極とを有し、導電層は離散して配置された半導体構造物を含み、第
１の電極から生じる電界の、導電層の第１の絶縁層と接する面における電界強度をＥ１、
導電層の第２の絶縁層と接する面における電界強度をＥ２としたとき、Ｅ１＞Ｅ２、かつ
、Ｅ２≠０である関係を満たすように第１の絶縁層および第２の絶縁層が構成されている
。
【００１５】
　本発明の半導体装置の製造方法は、第１の絶縁層の上に、半導体構造物を離散して配置
した領域を含む導電層を第１の絶縁層に接して形成し、導電層を被覆し、その一部が第１
の絶縁層と接するように第２の絶縁層を形成し、第１の絶縁層の導電層と反対側の面に第
１の電極を形成し、導電層を挟んで第１の電極と対抗する位置に第２の絶縁層と接して第
２の電極を形成することからなり、第１の絶縁層および第２の絶縁層は、第１の絶縁層の
厚さをＴ１、誘電率をε１とし、第２の絶縁層の厚さをＴ２、誘電率をε２としたとき、
Ｔ２／（０．５×（ε１＋ε２））＜Ｔ１／ε１である関係を満たすように形成する。
【００１６】
　本発明の半導体装置の駆動方法は、第１の絶縁層と、第１の絶縁層に接する導電層と、
導電層を被覆し第１の絶縁層と接する部分を有する第２の絶縁層と、第１の絶縁層の導電
層と反対側の面と接する第１の電極と、第２の絶縁層と接し、導電層を挟んで第１の電極
と対抗する位置に配置された第２の電極と、導電層の一方の端部領域に配置された第３の
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電極と、導電層の他方の端部領域に配置された第４の電極とからなり、導電層は離散して
配置された半導体構造物を含み、第１の電極から生じる電界の、導電層の第１の絶縁層と
接する面における電界強度をＥ１、導電層の第２の絶縁層と接する面における電界強度を
Ｅ２としたとき、Ｅ１＞Ｅ２、かつ、Ｅ２≠０である関係を満たすように第１の絶縁層お
よび第２の絶縁層が構成された半導体装置に対して、第１の電極に入力信号を印加し、第
３の電極と第４の電極の間に駆動電圧を印加し、第２の電極の電位を、第３の電極または
第４の電極の一方と略同電位とする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の半導体装置は、電気特性におけるヒステリシスを低減することができるという
効果を有する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下に、図面を参照しながら、本発明の実施形態について説明する。
【００１９】
　〔第１の実施形態〕
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る半導体装置１００の断面図である。半導体装置
１００は、第１の絶縁層１０１と、第１の絶縁層に接する導電層１０２と、導電層１０２
を被覆し第１の絶縁層１０１と接する部分を有する第２の絶縁層１０３と、第１の絶縁層
１０１の導電層１０２と反対側の面と接する第１の電極１０４とを有する。導電層１０２
はキャリア（電子または正孔）の移動方向の少なくとも一部に半導体構造物を含んでいる
。そして半導体構造物はキャリアの移動方向以外では互いに離散して配置されている。こ
こで、導電層１０２を構成する半導体構造物の全てが互いに離散して配置される必要はな
く、一部の領域で半導体構造物が離散して配置された構成であればよい。さらに第１の絶
縁層１０１および第２の絶縁層１０３は次の条件を満たすように構成されている。すなわ
ち、第１の電極１０４から生じる電界１０６の、導電層１０２の第１の絶縁層１０１と接
する面における電界強度をＥ１、導電層１０２の第２の絶縁層１０３と接する面における
電界強度をＥ２としたとき、Ｅ１＞Ｅ２、かつ、Ｅ２≠０である関係を満たすように構成
されている。
【００２０】
　このような構成をとることにより、離散して配置された半導体構造物を被覆する第２の
絶縁層における電荷の捕獲を抑制することができるので、本実施形態による半導体装置の
電気特性におけるヒステリシスを低減することができる。
【００２１】
　次に、本実施形態に係る発明の効果について、さらに詳細に説明する。以下では、導電
層を構成する半導体構造物の一例として、筒状形状の一種である円筒形状を有するカーボ
ンナノチューブ（ＣＮＴ）を用いた場合について説明する。なお半導体構造物としては、
この他に、シリコンナノワイヤー、またはシリコン・ゲルマニウム（Ｓｉ／Ｇｅ）、ガリ
ウム砒素（ＧａＡｓ）などの化合物半導体ナノワイヤー、および酸化亜鉛（ＺｎＯ）など
の酸化物半導体なども用いることができる。また、半導体装置１００は、第１の電極１０
４をゲート電極とし、導電層１０２の一方の端部領域に第３の電極としてソース電極を、
他方の端部領域に第４の電極としてドレイン電極を備え、導電層を構成する半導体構造物
をカーボンナノチューブ（ＣＮＴ）１０５とした電界効果トランジスタ（ＣＮＴ－ＦＥＴ
）である場合について説明する。
【００２２】
　まず、関連するＣＮＴ－ＦＥＴにおいてヒステリシスの生じる機構を説明する。関連す
るＣＮＴ－ＦＥＴにおいては、電荷がゲート絶縁層中(のトラップ)に捕獲され、その電荷
による遮蔽電圧（ＶＴ）によってチャネルに印加される実効的なポテンシャル（ＶＣ）が
ゲート電圧の値（ＶＧ）と異なることによってヒステリシスが生じると考えられる。図２
に、このときの各電圧の関係を模式的に示す。絶縁層中に捕獲された電荷による遮蔽電圧
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(ＶＴ)、チャネルに印加される実効的なポテンシャル(ＶＣ)、電圧の値(ＶＧ)の関係は
ＶＣ＝ＶＧ－ＶＴ　　　　　　　　　　　（１）
となる。
【００２３】
　例えば、ＶＧをゼロから＋ＶＧ

ｍａｘまで増加させると、ＣＮＴチャネルからゲート絶
縁層に向かって増大する電界によって、電荷(電子)がＣＮＴチャネルからトンネルして絶
縁層に注入される。この注入された電荷量（数）ｎによって、遮蔽電圧
ＶＴ＝－ｅｎ／Ｃ　　　　　　　　　　（２）
が生じる。ここで、ｅは単位電荷、ＣはＣＮＴチャネルと絶縁層中のトラップとの間の容
量である。
【００２４】
　ここで、ＶＧを＋ＶＧ

ｍａｘまで増大させた後に、減少させる場合を考える。この場合
、捕獲された電荷は、捕獲される時と同程度の大きさの逆向きの電界が与えられないと放
出されない（ある時定数で自然に放出される確率はゼロではないが、放出には非常に時間
を要する）。そのため、一度捕獲された電荷は、あるＶＧの範囲で保持される。すなわち
式（２）のＶＴは保持されたままになる。このため、式（１）におけるＶＣはＶＧを変化
させても、ＶＴの分だけは変化しない。すなわちＶＧで制御できない電圧が残ることにな
る。
【００２５】
　逆に、ＶＧを－ＶＧ

ｍａｘの方向まで減少させていく場合においても同様の状況となる
。ただし、ある負のＶＧ値において捕獲されていた電子が放出され、正孔が捕獲される点
で異なる。そのため、式（２）の符号は正になるが、電子が捕獲される時と同様に式（２
）のＶＴは保持されたままになる。したがって、この場合も式（１）におけるＶＣはＶＧ

を変化させても、ＶＴの分だけは変化しない。すなわち、負のＶＧ領域においても、ＶＧ

で制御できない電圧が残る。以上により、ＶＧを±ＶＧ
ｍａｘに掃引した時にヒステリシ

スが生じることになる。
【００２６】
　上述したように、電荷が捕獲されることによって遮蔽電圧ＶＴが生じることが、ヒステ
リシスが生じる原因であることから、電荷が捕獲される確率を低減することによりヒステ
リシスを低減することができる。電荷が捕獲されるのは絶縁層を電荷がトンネルするため
であるから、トンネル確率を低減させることが必要となる。トンネル確率はトンネルする
障壁の高さと障壁の厚さに依存する。障壁の高さは材料の選択によって決定されるが、ト
ンネルする障壁の厚さは障壁に印加される電界強度に依存し、電界強度が大きいほど障壁
が薄くなりトンネル確率は増大する。したがって、ＣＮＴチャネルに印加される電界強度
を低下させることにより、ヒステリシスを低減することができる。
【００２７】
　ここで、デバイス構造におけるチャネル層の電界強度について説明する。シリコン材料
を用いたＦＥＴに適用される平行平板構造の場合、電界強度Ｅはゲート絶縁層の膜厚をＴ

Ｇとすれば
Ｅ＝ＶＧ／ＴＧ　　　　　　　　　　　（３）
となる。
【００２８】
　一方ＣＮＴ－ＦＥＴの場合、ＣＮＴは円筒状の半導体構造物であることから平行平板構
造とは電界分布は大きく異なる。円筒構造の場合、円筒とゲート絶縁層界面での電界強度
の近似値は、一般的な電磁気学理論から
Ｅ＝ＶＧ／（ｄ／２×ｌｎ（ＴＧ－ｄ／２）／（ｄ／２））　　　　　　　　　　（４）
と求まる。ここで、ｌｎは自然対数、ｄは円筒の直径、ＴＧは円筒からゲート電極までの
距離(ゲート絶縁層の厚さに相当)である。
【００２９】
　式（３）（４）より、典型的なＣＮＴの直径を１ｎｍ、ゲート絶縁層の厚さＴＧを１０
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０ｎｍとすると、平行平板構造の場合に比べて円筒構造の場合には約４０倍電界強度が強
くなることがわかる。
【００３０】
　図３は、このときの電界の様子を模式的に示したものである。図３（ａ）に示すように
、円筒構造１１０の場合はゲート電極１１１からの電気力線１１２が円筒の周囲にすべて
回り込むことが出来る。このため、例えば直径１ｎｍの円筒の周囲（約３．１４ｎｍ）に
ゲート電極からの電気力線が全て集中してしまう。すなわち、ＣＮＴのゲート電極１１１
に対面しない面にかかる電界強度をＥ２とすると、Ｅ２≠０となるのが円筒構造の特徴で
ある。
【００３１】
　それに対して平行平板構造１２０の場合は、図３（ｂ）に示すように、電気力線１２２
がゲート電極１２１と対向する電極（チャネル層）の裏側に回り込むことはない。すなわ
ち、対向する電極（チャネル層）の裏面における電界強度をＥ２とすると、平行平板構造
では必ずＥ２＝０となる。つまり、平行平板構造では、どちらか一方の電極に電気力線が
集中することはなく、電界強度は対向する二つの電極間距離にだけ依存する（式（３））
。したがって、平行平板構造で記述されるシリコン材料を用いたＭＯＳＦＥＴと比較して
、円筒構造のＣＮＴ－ＦＥＴではヒステリシスがより顕著に生じることとなる。
【００３２】
　上述したように、ヒステリシスが生じる原因となる電荷が絶縁層をトンネルする確率を
低減させるためには、チャネルにおける電界強度を低減させる必要がある。しかしＣＮＴ
チャネルにおける電界強度を低減させると、ＣＮＴチャネルに誘起される電荷量も減少す
る。これは、ＣＮＴ－ＦＥＴにおけるドレイン電流も減少することを意味する。しかし、
本実施形態によるＣＮＴ－ＦＥＴは、ＣＮＴチャネルのゲート電極側の面における電界強
度Ｅ１が、それと反対側の面（ゲート電極に対面しない面）における電界強度Ｅ２よりも
大きくなるように絶縁層が構成されている。したがって、ＣＮＴチャネルに誘起される電
荷の低減を避けながら、チャネルと絶縁層との界面における電界強度を低減させることが
できる。すなわち、チャネルのゲート電極側の界面での電界強度は維持したまま、ゲート
電極とは反対側の面における電界強度を低減させることができる。これにより、ドレイン
電流の減少を招くことなくヒステリシスを低減することができる。また、本実施形態によ
るＣＮＴ－ＦＥＴでは、第１の絶縁層１０１および第２の絶縁層１０３としてＦＥＴ構造
のゲート絶縁層に慣用されているシリコン酸化膜、シリコン窒化膜などを使用することが
でき、特殊な被覆層を必要としないので、実際の製品に適用可能なデバイス構造でヒステ
リシスを低減することができる。
【００３３】
　次に、導電層（チャネル）における電界強度について、さらに詳細に説明する。ヒステ
リシスの原因となるトンネル電流密度Ｊの大きさは、Ｆｏｗｌｅｒ－Ｎｏｒｄｈｅｉｍ近
似を用いて、
Ｊ＝ａＥ２ｅｘｐ（－ｂ／Ｅ）　　　　　　　　　　　（５）
と表すことができる。ここでａ、ｂは定数、Ｅは電界強度である。ｂの値は１～２５Ｖ／
ｍ程度である。ヒステリシスの原因となるトラップされた電荷数（式（２）中のｎ）は式
（５）の注入電流Jの時間積分であるから、両者はほぼ比例する。ここで、トンネル電流
密度が一桁以上低減していれば、絶縁層に捕獲された電荷がデバイス特性に及ぼす影響は
無視することができる。ＣＮＴに均等に電界がかかっているときのＣＮＴ表面における電
界強度をＥ０とし、そのときのトンネル電流密度をＪ０とすると、トンネル電柱密度の大
きさがＪ０の１０分の１以下となるためには、式（５）から、その時の電界強度Ｅ＊がＥ

０の約０．６倍以下であればよいことがわかる。したがって、本実施形態によるＣＮＴ－
ＦＥＴにおいて、ＣＮＴのゲート電極側の絶縁層と接する面における電界強度をＥ１、反
対側の絶縁層と接する面における電界強度をＥ２とすると、Ｅ２はＥ１の０．６倍以下と
することが望ましい。
【００３４】
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　〔第２の実施形態〕
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。図４は、本発明の第２の実施形態に
係る半導体装置２００の断面図である。半導体装置２００は、第１の絶縁層２０１と、第
１の絶縁層に接する導電層２０２と、導電層２０２を被覆し第１の絶縁層２０１と接する
部分を有する第２の絶縁層２０３と、第１の絶縁層２０１の導電層２０２と反対側の面と
接する第１の電極２０４とからなる。導電層２０２は離散して配置された半導体構造物を
含み、本実施形態では円筒形状の半導体構造物が図４の紙面に垂直な方向に配列された構
造とした。円筒形状の半導体構造物としては、例えばカーボンナノチューブ（ＣＮＴ）２
０５を好適に用いることができる。ここで第１の絶縁層２０１および第２の絶縁層２０３
は次の条件を満たすように構成されている。すなわち、第１の絶縁層２０１の誘電率をε

１、第２の絶縁層２０３の誘電率をε２としたとき、ε２／ε１≧５である関係を満たす
ように構成されている。
【００３５】
　図５に、第１の絶縁層２０１の誘電率ε１と第２の絶縁層２０３の誘電率ε２との比ε

２／ε１の変化に対する、ＣＮＴにおける電界強度の比Ｅ２／Ｅ１の変化を電磁気学理論
から求めた結果を示す。ここで、Ｅ１は、第１の電極２０４から生じる電界２０６の、Ｃ
ＮＴ２０５の第１の絶縁層２０１と接する面における電界強度であり、Ｅ２はＣＮＴの第
２の絶縁層２０３と接する面における電界強度である。この図から、ε２／ε１の値を５
より大きくすることによって、ＣＮＴにおける電界強度の比Ｅ２／Ｅ１を０．６より小さ
くすることができることがわかる。このとき、式（５）より、ヒステリシスの原因となる
トラップされた電荷数に比例するトンネル電流密度は一桁以上低減する。以上より、本実
施形態による半導体装置２００においては、第２の絶縁層に捕獲された電荷がデバイス特
性に及ぼす影響を無視することができるので、ヒステリシスを低減することができる。
【００３６】
　図６に、本実施形態による、カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）２０５を導電層に用いた
電界効果トランジスタ（ＣＮＴ－ＦＥＴ）２１０の断面図を示す。ここで、ＣＮＴ－ＦＥ
Ｔ２１０は、基板２１１の上に、第１の電極であるゲート電極２１２と、第１の絶縁層２
０１と、導電層２０２であるＣＮＴ２０５と、第２の絶縁層２０３とを有し、さらに導電
層２０２の一方の端部領域に第３の電極としてソース電極２１３を、他方の端部領域に第
４の電極としてドレイン電極２１４を備える。図６では、ゲート電極２１２の長さがＣＮ
Ｔチャネル２０５の長さより短い場合について記載したが、これに限らず、ＣＮＴチャネ
ル２０５とソース・ドレイン電極の接合部を被覆するようにゲート電極２１２を配置する
こととしてもよい。すなわち、ＣＮＴ－ＦＥＴのゲート長とチャネル長の長さ関係にかか
わらず、ゲート絶縁層を介してゲート電極と対向する位置にＣＮＴが配置された構成であ
れば、本発明による効果が得られる。
【００３７】
　図７は、図６のチャネル部分の拡大図であり、ソース電極とドレイン電極を結ぶ直線（
チャネル長方向）と直交する面で切断した断面図である。図７では、ＣＮＴをソース電極
とドレイン電極を結ぶ直線に直交する方向に互いに離間して複数形成した場合を示す。こ
こで、第１の絶縁層２０１であるゲート絶縁層には例えばシリコン酸化膜を用いることが
できる。この場合には、第２の絶縁層２０３としてシリコン酸化膜よりも高い誘電率を有
するハフニウムオキサイド、ジリコニユムオキサイド、チタン酸バリウムなどを用いるこ
とによって、ε２／ε１≧５である関係を満たすように構成することができる。
【００３８】
　図７では、各ＣＮＴが整然と配列している場合を示したが、これに限らず、個々のＣＮ
Ｔは乱雑に配置されている場合であっても、各ＣＮＴが連結されてチャネル長方向に沿っ
て延在している領域が存在すればよい。したがって、各ＣＮＴの向きや位置の制御が困難
な形成方法、例えばスピンコート、滴下、ディッピングなどの形成方法を用いることがで
きる。
【００３９】
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　〔第３の実施形態〕
　次に、本発明の第３の実施形態について説明する。図８は、本発明の第３の実施形態に
係る半導体装置３００の断面図である。半導体装置３００は、第１の絶縁層３０１と、第
１の絶縁層に接する導電層３０２と、導電層３０２を被覆し第１の絶縁層３０１と接する
部分を有する第２の絶縁層３０３と、第１の絶縁層３０１の導電層３０２と反対側の面と
接する第１の電極３０４と、第２の絶縁層３０３と接し、導電層３０２を挟んで第１の電
極３０４と対抗する位置に配置された第２の電極３０６とからなる。導電層３０２は離散
して配置された半導体構造物を含み、本実施形態では円筒形状の半導体構造物が図８の紙
面に垂直な方向に配列された構造とした。円筒形状の半導体構造物としては、例えばカー
ボンナノチューブ（ＣＮＴ）３０５を好適に用いることができる。ここで第１の絶縁層３
０１および第２の絶縁層３０３は次の条件を満たすように構成されている。すなわち、第
１の絶縁層３０１の厚さをＴ１、誘電率をε１とし、第２の絶縁層３０３の厚さをＴ２、
誘電率をε２としたとき、
Ｔ２／（０．５×（ε１＋ε２））＜Ｔ１／ε１

である関係を満たすように構成されている。
【００４０】
　図９（ａ）は、本実施形態による半導体装置３００における電界の様子を模式的に示し
たものである。導電層としてのＣＮＴチャネル３０５を挟み、第１の電極であるゲート電
極３１１と反対側に第２の電極として補助電極３１２が配置される。ここで、ゲート電極
３１１からの電気力線３１３の一部は、ＣＮＴチャネル３０５においてゲート電極３１１
と対向する面の反対側に回り込むことなく、補助電極３１２によって終端される。これに
より、ＣＮＴチャネル３０５を挟んでゲート電極３１１の反対側に位置する第２の絶縁層
とＣＮＴチャネル３０５との界面における電界強度を低減することができる。一方、ゲー
ト電極３１１側に位置する第１の絶縁層とＣＮＴチャネル３０５との界面における電界強
度はほとんど変化しない。したがって、ＣＮＴチャネルに誘起される電荷量の顕著な低下
を抑制しながら、第２の絶縁層とＣＮＴチャネル３０５との界面における電界強度を低減
することができる。これにより、本実施形態による半導体装置によれば、ドレイン電流の
減少を招くことなくヒステリシスを低減することができる。
【００４１】
　一方、平行平板構造で記述されるシリコン、ポリシリコン、またはアモルファスシリコ
ンなどをチャネル層に用いたＦＥＴ構造においても、ゲート電極とは別に補助電極を用い
た構造が知られている（例えば特開平５－３４３６８９号公報）。しかし、図９（ｂ）に
示すように、平行平板構造３２０において補助電極３２２を配置した構造としても、ゲー
ト電極３２１と対向する面の反対側に配置された絶縁層とチャネル層３２４との界面にお
いて、ゲート電極３２１による電界が変化することはない。なぜなら、ゲート電極３２１
からの電気力線３２３は平板状のチャネル層３２４を貫通することはなく、必ずチャネル
層３２４で終端されるからである。
【００４２】
　以上より、本実施形態に係る発明によれば、平行平板構造の半導体装置では得られない
効果、すなわち、導電層が離散して配置された半導体構造物を含み、導電層を挟んで第１
の電極と対抗する位置に第２の電極をさらに備えた構成としたことによる特有の効果が得
られる。
【００４３】
　次に、導電層（チャネル）における電界強度について、さらに詳細に説明する。ゲート
電極からの電界強度はゲート絶縁層の厚さと誘電率に依存する。したがって、ゲート電極
からの電界強度に応じて補助電極を適切に配置することにより、ヒステリシスをさらに低
減することができる。図８に示すように、ＣＮＴチャネル３０５とゲート電極３０４との
間の第１の絶縁層の厚さをＴ１、誘電率をε１、ＣＮＴチャネル３０５と第２の電極であ
る補助電極３０６の間の第２の絶縁層の厚さをＴ２、誘電率をε２とする。
【００４４】
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　図１０は、ゲート電極と反対側の第２の絶縁層の厚さＴ２を第１の絶縁層の厚さＴ１と
の比で表した場合の、ＣＮＴチャネルと第２の絶縁層との界面における電界強度Ｅをプロ
ットしたものである。電界強度Ｅは補助電極が存在しない場合の電界強度をＥ∞として規
格化してある。また補助電極の電位はゼロとした。
【００４５】
　図１０より、第２の絶縁層の厚さＴ２が大きい時、界面における電界強度はＥ∞に漸近
することがわかる。すなわち、補助電極が存在しない場合の電界強度に近づく。一方、Ｔ

２がゼロに近づくにつれて、電界強度Ｅもゼロに近づくことがわかる。したがって、Ｔ１

とＴ２の値によって、ＣＮＴチャネルと第２の絶縁層との界面における電界強度Ｅを制御
することができる。
【００４６】
　ここで、第１の実施形態で説明したように、絶縁層に捕獲された電荷がデバイス特性に
及ぼす影響を無視できる程度にするためには、第２の絶縁層と接する面における電界強度
Ｅは、補助電極が存在しない場合の電界強度Ｅ∞の０．６倍以下とすることが望ましい。
この時のＴ２／Ｔ１の大きさは、図１０から
Ｔ２／Ｔ１＜１　　　　　　　　　　　（６）
あるいは
Ｔ２＜Ｔ１　　　　　　　　　　　　　（７）
となる。
【００４７】
　なお、平行平板構造の場合は、常にＥ＝０であるから（図１０中の点線）、絶縁層の厚
さによって最適化を図ることはできない。
【００４８】
　式（６）（７）は、第１の絶縁層と第２の絶縁層が同じ材質から構成される場合を示す
が、ゲート側の第１の絶縁層と補助電極側の第２の絶縁層が異なる材質から構成される場
合であってもよい。この場合には、第１の絶縁層の誘電率をε１、第２の絶縁層の誘電率
をε２とすると、
Ｔ２／（０．５×（ε１＋ε２））＜Ｔ１／ε１　　　　　　　　　　　（８）
となる。補助電極へ向かう電気力線は誘電率がそれぞれε１とε２である二種の絶縁層を
通ることから、式（１０）では、それらの平均値（ε１＋ε２）／２を用いた。
【００４９】
　本実施形態による半導体装置においても、ＦＥＴ構造の絶縁層に慣用されているシリコ
ン酸化膜、シリコン窒化膜などを第１の絶縁層および第２の絶縁層に使用することができ
、特殊な被覆層を必要としないので、実際の製品に適用可能なデバイス構造でヒステリシ
スを低減することができる。
【００５０】
　〔第４の実施形態〕
　次に、本発明の第４の実施形態について説明する。図１１に、本実施形態による、カー
ボンナノチューブ（ＣＮＴ）４０５を導電層に用いた電界効果トランジスタ（ＣＮＴ－Ｆ
ＥＴ）４００の断面図を示す。ここで、ＣＮＴ－ＦＥＴ４００は、ゲートとなる基板４１
１の裏面に形成された第１の電極であるゲート電極４１２と、第１の絶縁層４０１と、導
電層４０２であるＣＮＴ４０５と、第２の絶縁層である保護層４０３と、第２の電極であ
る補助電極４１５を有し、さらに導電層４０２の一方の端部領域に第３の電極としてソー
ス電極４１３を、他方の端部領域に第４の電極としてドレイン電極４１４を備える。
【００５１】
　基板４１１にはドープされたシリコン基板を用いることができる。本実施形態では、ド
ーパントがアンチモンであり、抵抗率が約０．０２Ω・ｃｍであるｎ型のシリコン基板を
用いた。第１の絶縁層４０１として膜厚約２００ｎｍのシリコン窒化膜を形成した。ここ
でＴ１は約２００ｎｍ、ε１は約７．５である。第１の絶縁層４０１の上にＣＮＴチャネ
ル４０５を形成した。素子領域以外のＣＮＴは除去され、隣接する素子間での電気的な干
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渉がないように配置される。本実施形態では、ＣＮＴの密度は約２４μｍ－２とした。Ｃ
ＮＴチャネル４０５の上部に保護層４０３として厚さ約１００ｎｍのＳｉＯ２膜が形成さ
れている。ここで、Ｔ２は約１００ｎｍ、ε２は約３．９である。このような構成とする
ことにより、式（８）の左辺であるＴ２／（０．５×（ε１＋ε２））の値は約１７．５
、右辺であるＴ１／ε１の値は約２６．７となることから、式（８）が充足されることが
わかる。
【００５２】
　ＣＮＴチャネル４０５の上から、ソース電極４１３およびドレイン電極４１４を形成す
る。本実施形態では、電極間の長さ(チャネル長)は約３０μｍ、チャネル幅は約３００μ
ｍとした。
【００５３】
　保護層４０３の上に補助電極４１５が配置される。本実施形態では、補助電極４１５の
ソース－ドレイン方向（チャネル長の方向）の長さは約１０μｍ、その垂直方向(チャネ
ル幅の方向)の幅は約３５０μｍ、厚さは約１００ｎｍとした。ここで、補助電極４１５
はソース電極４１３と同電位にするのが望ましい。ソース電極４１３は接地電位等の基準
電位に接続されるので、電気力線が確実に終端されるからである。
【００５４】
　図１２に、補助電極４１５とソース電極４１３が同電位となる構成としたＣＮＴ－ＦＥ
Ｔ４１０の断面図を示す。図１２から明らかなように、補助電極４１５がソース電極４１
３上で接触するように構成されている。この場合、補助電極４１５とソース電極４１３の
パターニングを同時に行い、両者を一体化して形成できるので、製造工程の増加を招くこ
となくＣＮＴ－ＦＥＴ４１０を形成することができる。
【００５５】
　図１３は、図１１のチャネル部分の拡大図であり、ソース電極とドレイン電極を結ぶ直
線と直交する面で切断した断面図である。図１３では、ＣＮＴをソース電極とドレイン電
極を結ぶ直線（チャネル長の方向）に直交する方向に互いに離間して複数形成した場合を
示す。このとき、第１の電極であるゲート電極４１２と第２の電極である補助電極４１５
との間に、導電層であるＣＮＴ４０５を含む領域と、ＣＮＴ４０５を含まない領域が形成
される。このＣＮＴ４０５を含まない領域を含む構成とすることにより、ＣＮＴ－ＦＥＴ
４００が平行平板構造となることを回避することができる。
【００５６】
　上記構成となる具体的な条件は、一般的な電磁気学理論により定まるポテンシャル分布
から求まる。すなわち、単一のＣＮＴを形成した場合には、ＣＮＴの直径ｄとゲート絶縁
層の厚さＴ１との比が２０以上であることが望ましい。すなわち
Ｔ１／ｄ＞２０　　　　　　　　　　　（９）
となるとき、ポテンシャル分布は円筒形状を反映した分布が支配的となる。
【００５７】
　一方、複数のＣＮＴが形成された構成の場合は、式（９）の条件に加えてＣＮＴ相互の
平均距離ＤがＣＮＴの直径ｄよりも十分大きいことが望ましい。すなわち
Ｄ／ｄ＞３０　　　　　　　　　　　　（１０）
の条件を合わせて充足するときに、個々のＣＮＴを取り巻くポテンシャル分布は、円筒形
状を反映した分布が支配的となる。
【００５８】
　図１４に、本実施形態によるＣＮＴ－ＦＥＴ４００の電気特性を示す。横軸はゲート電
圧、縦軸はドレイン電流である。図１４（ａ）は補助電極が形成されていない場合の比較
例であり、（ｂ）は本実施形態により補助電極が形成され、開放状態（補助電極がいわゆ
るフロート電位）である場合、（ｃ）はさらに補助電極をソース電極と同電位にした場合
である。（ａ）の場合には、ヒステリシスの幅ｈの平均値は３．２２Ｖであったのに対し
、（ｂ）の場合には平均値は２．７８Ｖ、（ｃ）の場合には平均値は１．３５Ｖとなり、
本発明によりヒステリシス幅を顕著に低減することができた。なお、ヒステリシスの幅ｈ
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は、背景技術で説明した定義により求めた。
【００５９】
　本実施形態によるＣＮＴ－ＦＥＴ４００、４１０においては、ＣＮＴはｐ型あるいはｎ
型にドーピングされたものであってもよい。また、ゲート電極４１２の材料には、金、白
金、アルミニウム、チタン、ドーピングしたポリシリコン、銅、タンタル、タングステン
、ニオブ、モリブデンなどを用いることができる。ソース電極４１３、ドレイン電極４１
４には、金、白金、パラジウム、アルミニウム、チタン、ドーピングしたポリシリコン、
マグネシウム、カルシウム、鉄、ニッケル、コバルトなどを用いことができる。マグネシ
ウム、カルシウムなどの酸化しやすい材料は、その表面をアルミニウムなどの保護層で覆
うことが望ましい。ソース電極およびドレイン電極に接するＣＮＴがｐ型の場合は、金、
白金、パラジウムなどを用いるとショトキー障壁が低くなるので、より望ましい。ソース
電極およびドレイン電極に接するＣＮＴがｎ型の場合は、アルミニウム、カルシウム、マ
グネシウムなどを用いるとショトキー障壁が低くなるので、より望ましい。
【００６０】
　ＣＮＴ－ＦＥＴ４００、４１０において、ソース電極およびドレイン電極の配置位置は
、必ずしもゲート電極に対して対称でなくてもよい。ソース－ドレイン間の耐圧を高くす
る必要がある場合には、ゲート－ドレイン間の距離をゲート－ソース間の距離よりも大き
く（長く）配置することが望ましい。例えば、ゲート－ドレイン間隔をゲート－ソース間
隔の二倍にすることができる。
【００６１】
　本実施形態によるＣＮＴ－ＦＥＴ４００、４１０においては、基板、ＣＮＴチャネル、
ソース電極およびドレイン電極の順に配置することとしたが、これに限らず、基板の上に
ソース電極およびドレイン電極を配置し、その上にＣＮＴチャネルを配置した構成として
もよい。すなわち、基板を下側とした時に、ＣＮＴチャネルがソース電極およびドレイン
電極の上側に位置する構成としても良い。この場合には、ＣＮＴチャネル以外の構造をリ
ソグラフィ技術などを用いて製造した後に、ＣＮＴチャネルのみを印刷技術または塗布技
術により形成することができるので、製造工程の簡略化、低コスト化を図ることができる
。
【００６２】
　また、補助電極４１５をゲート電極として用い、基板４１１および裏面のゲート電極４
１２を補助電極とし、補助電極としての基板４１１をソース電極４１３と同電位にするこ
とにより、隣り合うトランジスタ同士でゲート電極を独立にすることができる。この構成
により、同一の基板上で複数のトランジスタを動作させることができる。ただし、この場
合にも、各絶縁層の膜厚が式（７）または（８）の関係を満たす必要がある。
【００６３】
　次に、本実施形態によるＣＮＴ－ＦＥＴ４００の製造方法を説明する。図１５は、ＣＮ
Ｔ－ＦＥＴ４００の製造方法を説明するための断面工程図である。
【００６４】
　まず、図１５（ａ）に示すように、シリコン基板４１１の裏面にゲート電極４１２を蒸
着により形成する。ゲート電極の材料として本実施形態では、Ａｌ（約５０ｎｍ）／Ａｕ
（約５０ｎｍ）からなる積層構造を用いた。シリコン基板と接する面にＡｌを形成すると
密着性が良くなるからである。シリコン基板４１１の表面側にはシリコン窒化膜４０１を
約２００ｎｍ形成した。成膜にプラズマＣＶＤ法を用いると良好な膜質が得られる。シリ
コン窒化膜４０１の上にスピンコート法を用いてＣＮＴを塗布し、ＣＮＴチャネル４０５
を形成する。このスピンコート工程において、チャネルを形成するＣＮＴの密度を制御す
ることができる。すなわち、スピンコートによるＣＮＴの密度はスピンコートの総回数に
ほぼ比例するので、あらかじめスピンコート一回当たりのＣＮＴ密度をＡＦＭ（原子間力
顕微鏡：Ａｔｏｍｉｃ　Ｆｏｒｃｅ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ）を用いた観察から求めてお
くことにより制御することができる。このとき、ＣＮＴ溶液の濃度によってスピンコート
の回数を数回から１０回程度まで数段階に分けて準備し、ＡＦＭ観察からＣＮＴ密度を計
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測することとすれば、より正確に制御することができる。ＣＮＴの密度は基板表面の状態
にも依存するが、例えば、濃度約３ｐｐｍのＣＮＴジクロロエタン溶液では、一回のスピ
ンコートによってＣＮＴ密度が約１本／μｍ２のＣＮＴ膜が形成される。本実施形態では
、このジクロロエタン溶液を用いて２４回の塗布（スピンコート）を繰り返した。
【００６５】
　ＣＮＴチャネルの形成方法には、スピンコート法のほかに、インクジェット法、ディス
ペンサー（注射器）法、ディッピング（引き上げ法）法などがある。
【００６６】
　インクジェット法を用いる場合においてもスピンコート法と同様に、あらかじめ吐出量
を測定し、微量の吐出量を吹き付けて形成したＣＮＴ膜をＡＦＭで観察することにより密
度を求めておく。この場合も異なる吐出量について測定しておくと精度が向上する。ＡＦ
Ｍ観察で一回の吐出によるＣＮＴ膜のＣＮＴ密度を測定し、吹き付けた範囲を光学顕微鏡
または電子顕微鏡で計測することにより総ＣＮＴ本数を算出する。この工程により一回の
吐出時のＣＮＴ本数が求められる。以上より、吐出回数を調整することによって、所望の
ＣＮＴ密度のＣＮＴチャネルを形成することができる。
【００６７】
　ディスペンサー法を用いる場合にもインクジェットと同様に、一回の吐出量によるＣＮ
Ｔ本数をあらかじめ算出しておくことにより、ＣＮＴ密度を制御することができる。
【００６８】
　また、ディッピング（引き上げ法）法を用いる場合も、一回の引き上げで基板上に付着
するＣＮＴ密度を同様に計測しておき、素子サイズ（面積）を乗じて一回の引き上げ毎の
ＣＮＴ本数を算出しておけばよい。
【００６９】
　次に図１５（ｂ）に示すように、ＣＮＴチャネル４０５の上に厚さ約１００ｎｍのＳｉ
Ｏ２膜からなる保護層４０３を形成し、ＣＮＴチャネル４０５の全面を被覆する。成膜に
は例えば熱ＣＶＤ法を用いることができる。本実施形態では、窒素をキャリアガスとし、
モノシランと酸素の混合ガスを用いた熱ＣＶＤ法により、基板温度約４００℃以下で成膜
を行った。
【００７０】
　図１５（ｃ）に示す素子分離工程は、チャネルとなる領域をフォトレジストで覆い、そ
れ以外の保護層４０３を例えば緩衝フッ化水素酸液などを用いて除去することにより行う
。その後、チャネル領域以外の領域に露出したＣＮＴ膜を、酸素アッシングなどにより除
去する。
【００７１】
　次に図１５（ｄ）に示すように、ソース電極４１３、ドレイン電極４１４を形成するた
めの窓開けを行なう。窓開けは、一般的なリソグラフィを用いてパターニングし、保護層
４０３の上からコンタクト領域を形成することにより行う。
【００７２】
　続いて図１５（ｅ）に示すように、ソース電極４１３、ドレイン電極４１４を形成する
。本実施形態では、厚さ約５０ｎｍの金（Ａｕ）を蒸着することにより形成した。この電
極形成には、リフトオフ法を用いることができる。すなわち、まずソース電極、ドレイン
電極を形成する領域のレジストが除去されたレジストパターンをリソグラフィ法により形
成する。その上に蒸着法など異方性の強い成膜法を用いて金（Ａｕ）を成膜する。その後
、レジストを溶解する溶剤で不要な金（Ａｕ）をレジストと共に除去しパターンを形成す
る。
【００７３】
　最後に図１５（ｆ）に示すように、保護層４０３の上に補助電極４１５を形成すること
によりＣＮＴ－ＦＥＴ４００が完成する。本実施形態では、厚さ約５０ｎｍの金（Ａｕ）
を蒸着し、リソグラフィ技術とリフトオフ法を用いてパターニングすることにより補助電
極４１５を形成した。
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【００７４】
　〔第５の実施形態〕
　次に、本発明の第５の実施形態について説明する。図１６に、本実施形態によるカーボ
ンナノチューブ（ＣＮＴ）膜５０５を導電層に用いた電界効果トランジスタ（ＣＮＴ－Ｆ
ＥＴ）５００の断面図を示す。基本的な構造は第４の実施形態によるＣＮＴ－ＦＥＴ４０
０と同様である。本実施形態では、基板５１１として厚さ約２００μｍのポリ・エチレン
・ナフタレート（ＰＥＮ：ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ　ｎａｐｈｔｈａｌａｔｅ）を用い
た。ＣＮＴ－ＦＥＴ５００は、導電層５０２であるＣＮＴチャネル５０５、その両端に接
して構成されたソース電極５１３およびドレイン電極５１４、ソース電極とドレイン電極
の間に延在するＣＮＴチャネル領域に形成されたゲート絶縁層５０１、およびゲート絶縁
層５０１に接して構成されたゲート電極５１２からなる。ここで、ソース電極とドレイン
電極の間隔（チャネル長）は約１５０μｍ、チャネル幅は約５００μｍとした。
【００７５】
　ＰＥＮ基板５１１上に厚さ約１μｍの銀（Ａｇ）からなるゲート電極５１２を形成し、
その上にゲート絶縁層５０１として、熱ＣＶＤ法で形成した厚さ約０．５μｍのパリレン
（ポリパラキシリレン）膜を形成した。ゲート電極５１２のチャネル長方向に沿った長さ
は約１００μｍとした。
【００７６】
　ゲート絶縁層５０１の上にＣＮＴチャネル５０５を形成する。ソース電極５１３および
ドレイン電極５１４には厚さ約０．５μｍの銀を用いた。ソース電極とドレイン電極の間
隔は約３００μｍとした。ソース電極端(またはドレイン電極端)とゲート電極５１２との
間の距離は約１０μｍである。
【００７７】
　ＣＮＴチャネル５０５の上に、第２の絶縁膜である保護層５０３として厚さ約０．２μ
ｍのパリレン膜を形成する。保護層５０３は補助電極５１５とＣＮＴチャネル５０５との
絶縁を保つとともに、水分や空気中の酸素などによるトランジスタ特性の変化を防止する
効果がある。保護層５０３の上に補助電極５１５として厚さ約０．５μｍの銀（Ａｇ）を
形成する。
【００７８】
　ここで、ＣＮＴはｐ型またはｎ型にドーピングしたものであってもよい。また、図１７
に示すように、ソース領域またはドレイン領域とＣＮＴチャネルが接触する部分（それぞ
れ領域１、２という)、およびゲート絶縁層５０１を介してゲート電極５１２と対向する
領域を含むＣＮＴチャネルの部分（領域３という）を相補的にドーピングすることとして
もよい。例えば、領域１、２はp型と、領域３はn型とすることができる。相補的にドーピ
ングされたチャネル構成とすることによって、ゲート電圧が印加されない時にドレイン電
流をゼロにすることができる。すなわちＭＯＳ－ＦＥＴにおけるいわゆるデプレッション
型の動作が実現できる。
【００７９】
　図１８に、補助電極５１５とソース電極５１３が同電位となる構成としたＣＮＴ－ＦＥ
Ｔ５１０の断面図を示す。図１８から明らかなように、補助電極５１５がソース電極５１
３上で接触するように構成されている。このような構成は製造工程時において、ソース電
極５１３の上面が露出するように保護層５０３に窓部を開口することによって形成するこ
とができる。また、ゲート電極５１２と補助電極５１５の形状に関し、ソース－ドレイン
方向（チャネル長方向）の長さが等しいか、または補助電極５１５の方を長く形成するこ
とが望ましい。同様に補助電極５１５のチャネル幅方向の長さ、つまり幅もゲート電極５
１２の幅と等しいか、大きい方が望ましい。これは、ゲート電極５１２からの電気力線を
確実に終端させるためである。
【００８０】
　上記実施形態では基板側にゲート電極を設けた構成を示したが、これに限らず、基板側
に補助電極を設けた構成とすることもできる。図１９に、基板５２１側に補助電極５２５
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を設け、補助電極５２５とソース電極５２３が同電位となる構成としたＣＮＴ－ＦＥＴ５
２０の断面図を示す。図１９に示すように、ＣＮＴ－ＦＥＴ５２０は補助電極５２５がソ
ース電極５２３の下まで延伸しており、保護層５０３が開口部を有する構成となっている
。すなわち、ソース電極５２３の基板５２１側の保護層５０３の一部が除去された構造で
あり、ソース電極５２３と補助電極５２５が直接接触している。この場合、ソース電極５
２３の厚さは、保護層５０３の段差を乗り越えるために保護層５０３の厚さよりも厚くす
ることが望ましい。ソース電極５２３の厚さとしては、例えば保護層５０３の３倍以上で
あれば段切れによる断線は回避できる。また、図１９に示すように、基板５２１の上に基
板絶縁層５２６を形成し、基板５２１を保護することとしてもよい。
【００８１】
　本実施形態によるＣＮＴ－ＦＥＴ５００、５１０、５２０においては、基板としてシリ
コン基板、ガラス基板、絶縁層で保護されたステンレス鋼などを用いてもよい。
【００８２】
　また、ゲート絶縁層としてシリコン酸化膜、シリコン窒化膜、アルミ酸化膜、またはチ
タン酸化物、ハフニア（ハフニウム酸化物）、ジルコニア（ジルコニウム酸化物）などの
高誘電率材料などを用いることができる。また、ポリイミド、フォトレジスト、ＰＭＭＡ
などのアクリル樹脂、ポリカーボネートなど有機材料膜を用いることとしてもよい。
【００８３】
　次に、本実施形態によるＣＮＴ－ＦＥＴ５００の製造方法を説明する。図２０は、ＣＮ
Ｔ－ＦＥＴ５００の製造方法を説明するための断面工程図である。
【００８４】
　まず図２０（ａ）に示すように、ＰＥＮ基板５１１上にゲート電極５１２を形成する。
本実施形態ではゲート電極材料は銀（Ａｇ）とし、銀ペーストインクを用いてディスペン
サーと注射器またはインクジェット印刷により形成した。ゲート電極パターンを形成後に
、銀粒子間に含まれる添加物を除去するため、大気中において約１８０℃で加熱処理を行
った。これに限らず、スパッタ（または蒸着）法を用いてゲート電極材料を基板５１１上
の全面に成膜した後にリソグラフィ法を用いてパターン形成し、ウェットエッチングによ
りゲート電極５１２を形成することとしてもよい。このとき、ゲート電極材料としてアル
ミニウムを用いれば、一般的なエッチャント、例えばリン酸、硝酸、酢酸、水からなる混
合液を使用することができる。また、光リソグラフィで用いるポジレジストのアルカリ現
像液もエッチャントとして使用できる。なお、銀（Ａｇ）も一般に用いられるエッチャン
トでエッチングできるので、ウェットエッチングによっても電極パターンを形成すること
ができる。
【００８５】
　次に図２０（ｂ）に示すように、ゲート絶縁層５０１としてパリレン膜を約０．５μｍ
の厚さで成膜した。成膜にはジパラキシリレンモノマーを原料とした蒸着法を用いた。こ
れに限らず、シリコン窒化膜をスパッタ法により形成することとしてもよい。例えば、ス
パッタ条件としてターゲット材料は窒化シリコンとし、プラズマガスにアルゴンガスを用
い、圧力は約２パスカルとして、膜厚が約０．５μｍのシリコン窒化膜を形成することと
してもよい。また、ポリイミドを滴下または塗布することによりゲート絶縁層５０１を形
成することとしてもよい。この場合も膜厚は約０．５μｍとすることができる。
【００８６】
　次に図２０（ｃ）に示すように、ＣＮＴ膜５０５を形成する。本実施形態では、ディス
ペンサーと注射器を用いてチャネル部分にのみＣＮＴ溶液を滴下し、その後に乾燥する方
法により形成した。溶媒にはジクロロエタンを用い、重量比で約１～１００ｐｐｍ程度の
濃度に調整した。ディスペンサーと注射器を用いて、このＣＮＴ溶液を約４０マイクロリ
ットル滴下した後に、自然乾燥させた。基板の表面状態に応じてＣＮＴ膜におけるＣＮＴ
の密度は異なるが、１～５回の滴下工程で、約１本／μｍ２程度の密度となった。滴下工
程の回数によって、ＣＮＴ膜におけるＣＮＴの密度を調整することができる。ＣＮＴ溶液
の作製は、水に界面活性剤と共にＣＮＴを混入し、撹拌・超音波処理により分散させるこ
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ととしてもよい。また、インクジェット印刷機で印刷することによりＣＮＴ膜を形成する
こともできる。これらのような局所的に滴下する形成方法を用いた場合は、チャネル領域
以外の不要となるＣＮＴ膜を除去する工程が不要となる。
【００８７】
　ＣＮＴ膜５０５の形成方法はこれに限らず、スピンコート法で形成することとしてもよ
い。まずＣＮＴをジクロロエタン溶媒中に分散し、重量比で約１０－６程度の濃度に調整
する。スピンコートは、基板上に希釈超音波分散したＣＮＴ溶液を約４０マイクロリット
ル滴下した後に、例えば基板を約８００ｒｐｍで約１０秒間回転させることにより行う。
基板の表面状態に応じてＣＮＴの密度は異なるが、４～５回のスピンコート工程で、約０
．６本／μｍ２程度のＣＮＴ密度になる。スピンコート工程の回数によって、ＣＮＴの密
度を調整することができる。隣接する素子との分離を図るため、基板全面に塗布されたＣ
ＮＴ膜のうち、チャネル領域となる部分以外の不要なＣＮＴ膜を除去する。このＣＮＴ膜
を部分的に除去する工程には、通常のリソグラフィ法を用いることができる。すなわち、
アッシング時のマスクとしてシリコン窒化膜またはシリコン酸化膜をスパッタ法で形成し
、光リソグラフィ法によりパターン形成し、ドライエッチングでチャネル部分以外のシリ
コン窒化膜を除去する。その後、酸素アッシングによりＣＮＴ膜を除去する。
【００８８】
　ＣＮＴ膜を部分的に除去する工程には、リフトオフ法を用いてもよい。すなわち、チャ
ネルとなる部分のレジストのみが除去されたレジストパターンをリソグラフィ法で形成し
、その後にＣＮＴ膜をスピンコートにより塗布する。その後、チャネル領域以外の不要な
ＣＮＴ膜を、レジスト溶剤でレジストと共に除去することとしてもよい。
【００８９】
　さらに、ＣＮＴ溶液に基板を浸した後に引き上げ、乾燥することによりＣＮＴ膜を形成
することとしてもよい。この場合も基板全面にＣＮＴ膜が付着するため、ＣＮＴ膜を部分
的に除去する工程が必要となる。
【００９０】
　その後、図２０（ｄ）に示すように、ソース電極５１３、ドレイン電極５１４を形成す
る。本実施形態では、電極材料は銀（Ａｇ）とし、銀ペーストインクを用いてディスペン
サーと注射器またはインクジェット印刷により形成した。電極パターンの形成後に銀粒子
間に含まれる添加物を除去するため、大気中において約１８０℃で加熱処理を施した。こ
の時の温度は、銀ペーストの架橋を促進するため、基板が耐え得る最も高い温度で行うの
が望ましい。
【００９１】
　ソース電極、ドレイン電極の形成はこれに限らず、光リソグラフィ法によりフォトレジ
ストをパターン状に形成し、蒸着法で金を成膜した後、リフトオフ法で不要な部分を除去
することにより形成することとしてもよい。また、通常の半導体装置の製造方法で一般的
に使用されている技術を用いこともできる。例えば、電極材料となる金属をゲート絶縁層
５０１の全面に成膜し、その後にリソグラフィ法を用いてパターン形成したレジスト膜を
マスクとしてエッチングすることにより、ソース電極、ドレイン電極を形成することがで
きる。
【００９２】
　なお、上述のＣＮＴ膜を形成する工程とソース電極、ドレイン電極を形成する工程の順
番を入れ替えて、ソース電極およびドレイン電極上にＣＮＴ膜を形成することとしてもよ
い。
【００９３】
　次に、図２０（ｅ）に示すように、保護膜５０３を形成する。本実施形態では、保護膜
５０３としてパリレン膜を用い、ジパラキシリレンモノマーを原料した蒸着法により成膜
した。これに限らず、スパッタ法を用いてシリコン窒化膜を成膜することとしてもよい。
【００９４】
　なお、ゲート絶縁層および保護膜の成膜には、上述した製造方法以外であっても、半導
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体装置の製造工程で一般的に用いられている蒸着法、熱気相成長法、有機絶縁層を加熱・
活性化し堆積する方法などを用いることができる。
【００９５】
　最後に、図２０（ｆ）に示すように、補助電極５１５を形成することにより本実施形態
によるＣＮＴ－ＦＥＴ５００が完成する。
【００９６】
　上述した本発明の各実施形態におけるＦＥＴのチャネルとゲート電極および補助電極の
構造は、チャネル材料がＣＮＴの場合に限定されるものではない。チャネルに筒状形状の
半導体構造物として、例えばナノワイヤーを用いた場合であっても、本発明の効果が得ら
れる。
【００９７】
　本発明は上記実施形態に限定されることなく、特許請求の範囲に記載した発明の範囲内
で、種々の変形が可能であり、それらも本発明の範囲内に含まれるものであることはいう
までもない。
【産業上の利用可能性】
【００９８】
　本発明による半導体装置は、特に、表示装置の駆動回路におけるトランジスタ、論理回
路中の演算素子としてのトランジスタなどに適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００９９】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る半導体装置の断面図
【図２】関連するＣＮＴ－ＦＥＴにおける各電圧の関係を模式的に示した概略図
【図３】デバイス構造におけるチャネル層の電界の様子を模式的に示した概略図
【図４】本発明の第２の実施形態に係る半導体装置の断面図
【図５】絶縁層の誘電率の比とＣＮＴにおける電界強度の比の関係を示す特性図
【図６】本発明の第２の実施形態に係るＣＮＴ－ＦＥＴの断面図
【図７】図６のチャネル部分の拡大図
【図８】本発明の第３の実施形態に係る半導体装置の断面図
【図９】デバイス構造におけるチャネル層の電界の様子を模式的に示した概略図
【図１０】絶縁層の厚さの比とＣＮＴチャネル界面における電界強度との関係を示す特性
図
【図１１】本発明の第４の実施形態に係るＣＮＴ－ＦＥＴの断面図
【図１２】本発明の第４の実施形態に係る別のＣＮＴ－ＦＥＴの断面図
【図１３】図１１のチャネル部分の拡大図
【図１４】本発明の第４の実施形態に係るＣＮＴ－ＦＥＴの電気特性を示す特性図
【図１５】本発明の第４の実施形態に係るＣＮＴ－ＦＥＴの製造方法を説明するための断
面工程図
【図１６】本発明の第５の実施形態に係るＣＮＴ－ＦＥＴの断面図
【図１７】本発明の第５の実施形態に係る別のＣＮＴ－ＦＥＴの断面図
【図１８】本発明の第５の実施形態に係るさらに別のＣＮＴ－ＦＥＴの断面図
【図１９】本発明の第５の実施形態に係る基板側に補助電極を設けたＣＮＴ－ＦＥＴの断
面図
【図２０】本発明の第５の実施形態に係るＣＮＴ－ＦＥＴの製造方法を説明するための断
面工程図
【図２１】本発明に関連するＣＮＴ－ＦＥＴの断面図
【図２２】本発明に関連するＣＮＴ－ＦＥＴにおける典型的なヒステリシス特性を示す特
性図
【符号の説明】
【０１００】
　１００　　本発明の第１の実施形態に係る半導体装置
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　１０１、２０１、３０１、４０１　　第１の絶縁層
　１０２、２０２、３０２、４０２、５０２　　導電層
　１０３、２０３、３０３　　第２の絶縁層
　１０４、２０４、３０４　　第１の電極
　１０５、２０５、４０５、５０５、６０５　　ＣＮＴ（ＣＮＴチャネル、ＣＮＴ膜）
　１０６、２０６　　電界
　１１０　　円筒構造
　１１１、１２１、２１２、３１１、３２１、４１２、５１２、５２２、６０３　　ゲー
ト電極
　１１２、１２２、３１３、３２３　　電気力線
　１２０、３２０　　平行平板構造
　２００　　本発明の第２の実施形態に係る半導体装置
　２１０　　本発明の第２の実施形態に係るＣＮＴ－ＦＥＴ
　２１１、４１１、５１１、５２１　　基板
　２１３、４１３、５１３、５２３、６０１　　ソース電極
　２１４、４１４、５１４、５２４、６０２　　ドレイン電極
　３００　　本発明の第３の実施形態に係る半導体装置
　３０６　　第２の電極
　３１２、３２２、４１５、５１５、５２５　　補助電極
　３２４　　チャネル層
　４００　　本発明の第４の実施形態に係るＣＮＴ－ＦＥＴ
　４０３、５０３　　保護層
　４１０　　本発明の第４の実施形態に係る別のＣＮＴ－ＦＥＴ
　５００　　本発明の第５の実施形態に係るＣＮＴ－ＦＥＴ
　５０１、６０６　　ゲート絶縁層
　５１０　　本発明の第５の実施形態に係るさらに別のＣＮＴ－ＦＥＴ
　５２０　　本発明の第５の実施形態に係る基板側に補助電極を設けたＣＮＴ－ＦＥＴ
　５２６　　基板絶縁層
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